
明 治 二 十 五 年 三 月 三 十 一 日

第 三 種 郵 便 物 認 可

附属明細
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

建 物 8¶084¶459¶644 1¶603¶303¶785 52¶373¶627 9¶635¶389¶802 2¶272¶390¶475 585¶381¶622 10¶264¶829 0 9¶133¶041 7¶352¶734¶498

構 築 物 926¶258¶345 57¶467¶813 0 983¶726¶158 296¶143¶592 70¶686¶449 0 0 0 687¶582¶566

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機 械 装 置 31¶977¶242¶586 7¶200¶620¶451 1¶739¶411¶698 37¶438¶451¶339 25¶283¶285¶601 4¶526¶889¶551 0 0 0 12¶155¶165¶738

車両運搬具 11¶657¶448 4¶416¶863 3¶769¶595 12¶304¶716 6¶750¶990 3¶774¶130 0 0 0 5¶553¶726

工具器具備品 33¶786¶526¶353 5¶819¶670¶656 1¶199¶976¶661 38¶406¶220¶348 24¶902¶076¶654 5¶463¶544¶736 0 0 0 13¶504¶143¶694

計 74¶786¶144¶376 14¶685¶479¶568 2¶995¶531¶581 86¶476¶092¶363 52¶760¶647¶312 10¶650¶276¶488 10¶264¶829 0 9¶133¶041 33¶705¶180¶222

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 50¶895¶546¶853 50¶895¶546¶853 `

]買掛金 (5¶210¶648¶373) (5¶210¶648¶373) `

^未払金 (32¶374¶349¶217) (32¶374¶349¶217) `

~ 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項
\ 現金及び預金、] 買掛金、^ 未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

．不要財産に係る国庫納付等
１．不要財産としての国庫納付を行う予定である資産の種類、帳簿価額等の概要

番
号 用 途 種類 場 所 帳 簿 価 額

{ 事務所
用 地

土地 東京都文京区 695¶000¶000円

| 事務所 建物 東京都文京区 0円

合 計 695¶000¶000円
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．キャッシュ・フロー計算書
１．資金の期末残高の貸借対照表別の内訳

現金及び預金 50¶895¶546¶853円
定期預金 �14¶000¶000¶000円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

資金期末残高 36¶895¶546¶853円
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２．重要な非資金取引
無償譲渡等による資産の取得 1¶091¶101¶933円
ファイナンス・リースによる資産の取得 332¶051¶451円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

1¶423¶153¶384円
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．行政サービス実施コスト計算書
国等からの出向者に係る退職給付
行政サービス実施コスト計算書の引当外退職給付増加見積額のうち、国等からの出向職員に係
るものは5¶114¶125円であります。
．金融商品関係
１．金融商品の状況に関する事項
当研究所は、資金運用については短期的な預金に限定しております。
また、営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日です。

２．不要財産となった理由
「独立行政法人整理合理化計画」（平成19年12月の閣議決定）により、次期中期目標期間中に処
分する旨の決定があったため、平成22年度に処分を行いました。
３．国庫納付等の方法
金銭納付を予定しております。

４．譲渡収入による現金納付等を行う予定である資産に係る譲渡収入の額
譲渡収入の額 1¶588¶888¶889円

５．国庫納付等に当たり譲渡収入により控除した費用の額
６．国庫納付等の額
７．国庫納付等が行われた年月日
８．減資額
５．から８．については、国庫納付等が行われていないため金額及び日付を記載しておりません。
．重要な債務負担行為
翌年度以降に支払いを予定している重要な債務負担行為は以下の通りであります。
ＲＩビームファクトリー施設整備費 649¶999¶644円
高性能汎用計算機研究開発費 27¶485¶419¶000円
放射光研究施設整備費 497¶763¶000円

．重要な後発事象
該当事項はありません。
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